
6広報にっこう

　
令
和
元
年
度
の
決
算
報
告
と
合
わ
せ
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律（
以
下「
財
政
健
全
化
法
」と
い
う
）に
基
づ
き
、健
全
化
判
断
指
標
を
公
表
し
ま
す
。

く
わ
し
く
は　
財
政
課　
財
政
係　
☎︎（☎︎（
2121
）５
１
６
２

）５
１
６
２

５つの目安 市の数値
（前年度比）

早期の対応が
必要となる基準

①実質赤字比率 − 12.12％以上

②連結実質赤字比率 − 17.12％以上

③実質公債費比率 6.5％
（＋0.6ポイント） ��25.0％以上

④将来負担比率 66.0％
（＋3.2ポイント） 350.0％以上

⑤資金不足比率 − ��20.0％以上

道
事
業
特
別
会
計
な
ど
を
加
え
た
全
て
の

会
計
の
合
計
が
赤
字
に
な
っ
た
場
合
の
、

収
入
に
対
す
る
赤
字
の
割
合
で
す
。
全
会

計
を
合
わ
せ
て
赤
字
で
な
い
か
を
チ
ェ
ッ

ク
し
ま
す
。

③
実
質
公
債
費
比
率

　
収
入
の
う
ち
、
ど
の
く
ら
い
を
借
金
の

返
済
に
充
て
て
い
る
か
を
表
し
た
割
合
で

す
。
現
時
点
で
の
借
金
返
済
金
額
が
大
き

す
ぎ
な
い
か
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
す
。

④
将
来
負
担
比
率

　

収
入
に
対
す
る
実
質
的
な
借
金
残
高

（
こ
れ
か
ら
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

借
金
）の
割
合
で
、
借
金
残
高
か
ら
貯
金

を
引
い
た
残
り
の
額
が
年
間
収
入
の
何
％

に
な
る
か
を
表
し
た
数
値
で
す
。
将
来
返

済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
借
金
が
大
き
す

ぎ
な
い
か
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
す
。

⑤
資
金
不
足
比
率

　
水
道
事
業
会
計
な
ど
の
企
業
会
計
が
赤

字
の
場
合
の
、
事
業
規
模
に
対
す
る
赤
字

の
割
合
で
す
。
企
業
会
計
が
赤
字
で
な
い

か
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
す
。

【
各
指
標
の
市
の
数
値
】

　
左
下
の
表
の
と
お
り
、
令
和
元
年
度
決

算
に
お
い
て
、
市
は
③
実
質
公
債
費
比
率

が
６・
５
％
、
④
将
来
負
担
比
率
が
66
・

０
％
と
な
り
、
ど
ち
ら
の
数
値
も
早
期
の

対
応
が
必
要
と
な
る
基
準
を
下
回
っ
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
数
値
を
家
計
に
例
え
る
と
、

年
収
の
６・
５
％
を
借
金
の
返
済
に
充
て

て
い
ま
す
。
ま
た
、
将
来
的
に
返
済
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
借
金
残
高
が
、
年
収
の

66
・
０
％
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
前
年
度
と
比
べ
る
と
、
③
実
質
公
債
費

比
率
は
０・
６
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
お
り

ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
27
年
度
に
藤
原
消

防
署
整
備
事
業
や
歴
史
民
俗
資
料
館
・
二

宮
尊
徳
記
念
館
整
備
事
業
な
ど
の
財
源
と

し
て
借
り
入
れ
た
合
併
特
例
事
業
債
や
臨

時
財
政
対
策
債
な
ど
の
元
金
償
還
の
開
始

に
よ
り
、
地
方
債
の
元
利
償
還
金
の
額
が

増
加
し
た
こ
と
が
主
な
理
由
で
す
。

　
ま
た
、
④
将
来
負
担
比
率
は
３・
２
ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
お
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
市
の
将
来
的
な
負
担
が
増
え
て
い
る
こ

と
を
示
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
元
金
償

還
に
よ
り
地
方
債
残
高
は
減
少
し
て
い
る

も
の
の
、
財
政
調
整
基
金
や
合
併
振
興
基

金
の
取
り
崩
し
な
ど
に
よ
り
将
来
の
負
担

に
対
し
充
当
可
能
な
基
金
が
減
少
し
た
こ

と
が
主
な
理
由
で
す
。

　
な
お
、
①
実
質
赤
字
比
率
、
②
連
結
実

質
赤
字
比
率
、
⑤
資
金
不
足
比
率
に
つ
い

て
は
、
各
会
計
と
も
黒
字
の
た
め
表
示
し

て
い
ま
せ
ん
。

　
財
政
健
全
化
法
の
基
準
で
見
た
場
合
、

市
は
早
期
に
健
全
化
の
た
め
の
対
応
を
必

要
と
す
る
状
況
に
は
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　
し
か
し
、
地
方
交
付
税
に
依
存
し
て
い

る
こ
と
や
借
金
残
高
が
多
い
こ
と
な
ど
、

財
政
状
況
が
厳
し
い
こ
と
に
は
変
わ
り
は

あ
り
ま
せ
ん
。
こ
う
し
た
点
に
も
注
意
し

な
が
ら
、
今
後
も
財
政
の
健
全
化
を
図
っ

て
い
き
ま
す
。

令
和
元
年
度
決
算
に
基
づ
く

財
政
健
全
化
判
断
指
標
の
公
表

財
政
健
全
化
判
断
指
標
の
公
表

【
財
政
健
全
化
法
と
は
】

　
財
政
健
全
化
法
は
、
自
治
体
の
財
政
破

綻
を
防
ぐ
た
め
、
国
が
財
政
状
況
を
よ
り

詳
し
く
把
握
し
、
悪
化
し
た
団
体
に
対
し

早
期
に
健
全
化
を
促
す
た
め
の
も
の
で
す
。

　
こ
の
法
律
で
は
、
自
治
体
が
財
政
破
綻

し
な
い
よ
う
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
、
５

つ
の
目
安（
指
標
）が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

一
つ
で
も
基
準
を
達
成
し
な
い
場
合
は
、

早
期
に
対
応
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

【
５
つ
の
目
安（
指
標
）と
は
】

①
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
を
中
心
と
し
た
普
通
会
計
が

赤
字
に
な
っ
た
場
合
の
、
収
入
に
対
す
る

赤
字
の
割
合
で
す
。
普
通
会
計
が
赤
字
で

な
い
か
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
す
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
や
下
水

令和元年度の市の指標一覧
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主な事業実施内容

事業名 内容 指標名 上：令和元年度実績
下：令和元年度目標

妊産婦一般健
康診査事業

母子健康手帳交付時に健診が無料で受けられる「妊産婦健康診査受診
票」（妊婦健診14回分、産後１か月健診１回分）の交付

妊産婦健康診査
受診率

99.0%
（97.0％）

乳児家庭全戸
訪問事業

４か月までの乳児のいる全家庭を助産師や保健師が訪問し、乳児の健
康状態や養育環境などの把握とともに、子育てに関する助言や産婦へ
の保健指導を行う

乳児家庭全戸訪
問実施率

��97.4％
（100.0％）

市立休日急患
こども診療所
事業

日曜日・祝日・振替休日に子どもの急病に応じる診療所の運営を充実
させる。また、こども救急チェックリストの配布・活用による家庭で
の適正処置の普及を推進し、医師への負担軽減を図る

市立休日急患こ
ども診療所
開設日数

73日／年
（68日／年）

小中連携・一
貫教育事業

義務教育を通して児童生徒に生きる力とコミュニケーション能力を育
むという視点に立ち、地域の小中学校が連携するとともに、家庭・地
域・関係機関が協力し、特色ある学校づくりや地域課題解決を推進

地域と関わる学習
への満足度

��93.0％
（100.0％）

小中連携・一貫
教育実施校

全校
（全校）

子どもの権利
委員会

子どもの権利に関する施策の充実を図り、子どもの権利の保障を推進
するため、「日光市子どもの権利委員会」を設置

子どもの権利条
例啓発

全小中学校
（全小中学校）

育児支援家庭
訪問事業

安心して子どもが養育される環境づくりのため、児童虐待の早期発見
や予防の視点から、自ら支援を求めることが困難な家庭の支援

育児支援家庭訪
問回数

694回／年
（350回／年）

子どもの居場
所づくり事業

養育困難な家庭の親と子どもに対する支援のため、食事や入浴の世話
などが受けられない子どもに対し、放課後の居場所の設置

子どもの居場所
利用人数

1,204人／年
（1,700人／年）

特定教育・保
育事業

子ども・子育て支援新制度における教育・保育施設（認定こども園、
保育園、幼稚園）での教育保育サービスの充実

保育園等の待機
児童数

０人
（０人）

病児・病後児
保育事業

病気もしくは病気回復期の子どもについて、病院、保育園などに付設
された専用スペースなどで、看護師などによる一時的預かり

病児・病後児保
育の受入率

100％
（100％）

幼保一元化推
進事業

子ども・子育て支援新制度の趣旨を踏まえ、保育園や幼稚園に対する
ニーズや地域の実情に応じた認定こども園の必要性や普及などの検討

認定こども園設
置数

４カ所
（３カ所）

地域子育て支
援センター事
業

地域の子育て支援情報の収集・提供や子育て全般に関する専門的な支
援を行う拠点として、子育ての相談や親子の交流の他、地域に出向い
た地域支援活動や交流会の実施

地域子育て支援
拠点施設利用者

1万7,086人／年
（2万4,000人／年）

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

子育ての援助を受けたい会員と援助ができる会員の相互援助事業をＮ
ＰＯ法人委託により継続し、併せて各種子育て研修会事業などを開催

ファミリー・サ
ポ ー ト・ セ ン
ター協力会員数

216人
（200人）

放課後児童対
策事業

児童の健全育成を図るため、放課後に保護者のいない家庭の小学校６
年生までを受け入れる放課後児童クラブ、小規模小学校区においては
たんぽぽ広場の環境整備や指導員の確保を推進し、遊びや生活指導の
実施

放課後児童対策
未実施小学校数

０校
（０校）

事業所への子
育て支援の職
場環境づくり
の推進

市内の事業所を対象に、仕事と子育ての両立支援や働き方の見直しな
ど、少子化対策および男女共同参画推進の重要性の啓発

職場環境づくり
講演会の開催

１回／年
（１回／年）

　　日光市子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計日光市子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計
画と、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画を一体的に策定したものです。画と、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画を一体的に策定したものです。
　本計画では、基本理念を「イチオシ　本計画では、基本理念を「イチオシ！！ ひかり輝く 子育てのまち～日光（ここ）で産みたい 育てたい “ あひかり輝く 子育てのまち～日光（ここ）で産みたい 育てたい “ あ
るといいな ” が日光（ここ）にある～」と定め、この基本理念のもとに4つの基本目標を掲げ、子育てで「ひるといいな ” が日光（ここ）にある～」と定め、この基本理念のもとに4つの基本目標を掲げ、子育てで「ひ
かり輝く、イチオシのまち」を目指しています。かり輝く、イチオシのまち」を目指しています。
　本計画は、４つの基本目標の下に14の基本施策を設け、117事業の取り組みを推進しています。その中　本計画は、４つの基本目標の下に14の基本施策を設け、117事業の取り組みを推進しています。その中
で49事業の成果指標（数値目標）を設定しています。で49事業の成果指標（数値目標）を設定しています。
　主な事業（子ども・子育て支援新制度関連、新規事業）の進捗状況は下表のとおりです。　主な事業（子ども・子育て支援新制度関連、新規事業）の進捗状況は下表のとおりです。

くわしくは　子育て支援課　子育て環境係　☎21–5186　　

「日光市子ども・子育て支援事業計画」の進捗状況について


	kohonikko188_202011 6
	kohonikko188_202011 7

